
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

令和 4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 雇 用 事業団

1 事業の成果
令和 3年度、新型コロナウィルスの影響で、予定した活動に取り組めなかったが、新しい取り組みと

して身体障害者に働く機会を提供する仕組みを全国に展開することに着手した。具体的には、永田町タ

イムス JAPANと の提携により、同紙の編集。発行業務において全国の身体障害者の雇用機会を創造する

システム構築を目指し活動する。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【2,219】 千円)

(2)そ の他の事業
「実施しなかった」

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

働く機会を提供し
てゆくためのシス
テム構築

雇用環境の現状確認
一般市民や会員との連
絡体制の整備

常時
全 国 47

都道府県
141人 一般市民 多数 2,219

健全になる新進の
維持に唾がる健康
管理の意識啓蒙活
動

心身の健全化に資する
健康食品の摂取の仕方
を啓蒙研修活動とリン
クさせて開催

常時
全 国 47

都道府県
141人 一般市民 多数 0

女性や高
適な生活
る環境設
― 卜活動

齢者の快
につなが
備のサポ

北海道洞爺湖、九州石
垣島所在の施設見学
し、それらを拠点とし
た生活環境について学
びの場を設定

常時
全 国 47

都道府県
141人 一般市民 多数 0

政治 。経済その他
各業界への広報宣
伝啓蒙活動

働く意思があるにもか
かわらず働く機会に恵
まれない各層に対して
収入 。雇用創生に関す
る研修会及び支部運営
学習を開催

常時
全 国 47

都道府県
141人 一般市民 多数 0

機関紙及び関連印
刷物の発行

雇用創
蒙 。普
を鼓舞
の作成

生システムの啓
及活動の重要性
する各種印刷物 常時

本部

事務局
7人 一般市民 多数 0



書式第 14号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 活動計算書
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 雇用創生事業団
(単位 :円 )

科 目
特定非営利活動に係る事業

金  額  小計・合計
合計

1

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

4

事業収益

受取利息

|

0

0

0

0

0

0

|

22.000
22,000
0

22, 000
22, 000

|

0

0

|

0

0

0

0

|

1

1

1

1

22.001

1

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

業務委託費
会議費
印刷出版費
施設等評価費用
減価償却費
旅費交通費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2,219,757
1,550,168
182,989

486,600
0

0

2.219,757
1,550,168
182,989
486,600
0

0

2.219.757

0

0

0

0

0

0

0

0

89,594
9,000

2,3

0

0

0

0

0

10

78 284

89,b94
9,000

2,3

0

0

0

0

0

10

78 284

89.594 89,594

2.309,351 2,309,351

当 奢 士 A B |▲ | .287.350 ▲ 2.287.350

固

過年度損益修正益

0

0

0

0

D

災害損失

0

0

0

0

0

0

当  期 C D

▲ 2.287.351
0

297.554,007
295.266.657

22

2219

(2)そ の他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
支払手数料
雑音

分 編 替 粕 ・ ・ ・

|▲  2 28/_



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 雇用創生事業団
単位 :円
′

2
1

0

)

186,598,768
108,640,000

現金預金
未収金 (貸付金 )

186,598,768
108,640,000

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金

預り金

長期借入金
退職給付引当金

正 297,554,007
▲ 7

297,554,007
▲

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 295,266,



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産目録
事 業 報 告 用

法人 生

単位 :円
婚 ′1ヽ    1三十 合   計

産  の  部

108,640,000  108,640,000

現金預金
手元現金

ゆうちょ銀行普通預金
186,598,768
327,889

未収金
貸付金

棚卸資産
販売用寄附物品

足 質 座

|
01

車両運搬具

事業用車両

什器備品
パソコン

2

0

借地権

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金
一

０

１
１

■
０１

産 合 計 (2ヽ

【A】 資 産 合 計 ①+② 1 295 566657

員 債 の 部

1色 債

―トーー

源泉徴収税
預 り金

未払金
月分給与
月分社会保険料

負債 合 計  ・ ・ ・ (3)
定負債

0

0

長期借入金
銀行借入金

退職給付引当金

職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 295,566



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

生壁塑上宣二!塁ユ五生___昼□皿生塞趣旦

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

■以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
■各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名 (フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 代表理事

フクダ サエコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日
無報酬

福田 宰子

2 理事

オオタ キヨヒサ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

無報酬

太田 清久

3 理事

スガワラ ヨシマサ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

無報酬

菅原 良政

4 監事

ツジカワ タカヒロ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

無報酬

辻川 隆弘



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
事 業 報 告 用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

令和5年3月 31日現在

特定非営利活動法人 雇用創生事業団

氏    名

1
小笠原 浩之

2
佐竹 勘一

3 赤羽 祐広

4
福田 浩丈

5
守屋 憲―

6 前
田 幹雄

7
榮倉 茂樹

8 岩切千代子

9
狩俣 征吉

10
森崎 正幸

11
石川 嘉伸

12 嶽釜 万由美


